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衆
議
院
議
員
鴨
下
一
郎
君
提
出
親
子
の
間
で
の
金
銭
貸
借
等
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
鴨
下
一
郎
君
提
出
親
子
の
間
で
の
金
銭
貸
借
等
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
五
ま
で
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
課
税
上
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
個
別
・
具
体
的
な
事
柄
で
あ
る
の
で
答
弁
を
差
し
控
え
た
い
。

一
般
論
と
し
て
言
え
ば
、
親
子
間
の
金
銭
の
提
供
が
、
金
銭
の
貸
付
け
と
贈
与
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
に
つ
い
て
は
、

個
々
の
事
例
ご
と
に
、
当
事
者
の
合
意
の
内
容
や
返
済
の
事
実
、
借
受
人
の
資
力
等
に
基
づ
き
、
総
合
的
に
判
断
す
る
こ
と

と
な
る
。

な
お
、
贈
与
税
の
修
正
申
告
書
は
、
相
続
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
七
十
三
号
）
第
三
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
法
定

申
告
期
限
か
ら
六
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
同
条
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
号
）
に
よ
り
追
加
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
同
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
年
分
前
の
年
分
に
係

る
贈
与
税
の
修
正
申
告
書
に
つ
い
て
は
、
国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
七
十
二
条
の
規
定
に
よ
り

法
定
申
告
期
限
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
た
。

ま
た
、
贈
与
税
の
修
正
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
が
あ
る
と
き
は
、
国
税
通
則
法
第
六
十
条
の
規
定
に
よ

り
延
滞
税
を
納
付
す
る
こ
と
と
な
る
。


